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１. 事業の目的と性格

〇 社会SI事業では、地域の未利用又は効果的に
活用されていない熱や湧水等資源の効果的利用
及び効率的な配給システム等、地域単位の低炭
素化を大きく推進するモデル的な取組を対象とし
て、必要な設備等の経費を支援することを目的と
します。

〇 事業の実施により、エネルギー起源二酸化炭素
は排出量が確実に削減されることが重要です。

〇 事業の実施は、法律及び交付規程等の規定に
より適正に行っていただく必要があります。
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（１） 対象事業の要件 （公募要領p.6）

地域の未利用又は効果的に活用されていな
い熱や湧水等資源の効果的利用及び効率
的な配給システム等、地域単位の低炭素化
を大きく推進するモデル的な取組を対象とし
た、具体的な事業化に必要な設備等の導入
を行う事業であること。

なお、バイオマス資源の利用を対象とするも
のを除く。

２．事業内容

mi02e11-1 6



（２） 補助金の応募者 （公募要領p.6）

応募者の要件は以下の（ａ）から（l）の法人・団体

（ａ） 民間企業（導入する設備等をファイナン
スリースにより提供する契約を行う民間
企業を含む）

（ｂ） 地方公共団体（都道府県、市町村、特別
区、一部事務組合及び広域連合）

（ｃ） 独立行政法人通則法（平成１１年法律
第１０３号）第２条第１項に規定する独立
行政法人
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（２） 補助金の応募者 （公募要領p.6）

（ｄ） 国立大学法人、公立大学法人および学
校法人

（ｅ） 一般社団法人、一般財団法人、公益社
団法人及び公益財団法人

（ｆ） 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３９
条に規定する医療法人

（ｇ） 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第
２２条に規定する社会福祉法人

（ｈ） 特別法の規定に基づき設立された協同
組合等
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（２） 補助金の応募者 （公募要領p.6）

（ｉ） 法律により直接設立された法人

（ｊ） 地域における温泉の管理や配湯を行う団
体（民間企業を除く）

（ｋ） 農林水産事業者の組織する団体（農業
法人（株式会社等を含む法人経営）、土
地改良区等を含む）

（ｌ） 上記（ａ）から（ｋ）までの法人以外の法人
であって、その他環境大臣の承認を得
て補助事業者が適当と認める者
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（３） 補助金の交付額 （公募要領p.7）

（ａ） 補助事業者が地方自治法第２５２条
の１９第１項の指定都市以外の市町村
（これらの市町村によって設立された第
２８４条第１項の地方公共団体の組合
を含む）の場合

⇒ ３分の２

（ｂ）補助事業者が都道府県、地方自治法
第２５２条の１９第１項の指定都市又は
第２８１条第１項の特別区（（ａ）の括弧
書の組合以外の地方公共団体の組合
を含む）の場合

⇒ ２分の１
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（３） 補助金の交付額 （公募要領p.7）

（ｃ） 補助事業者が中小企業基本法（昭
和３８年法律第１５４号）第２条第１項
に規定する中小企業者の場合

⇒ ３分の２

（ｄ） 補助事業者が（ｃ）以外の民間企業
の場合

⇒ ２分の１

（ｅ）補助事業者が（ａ）から（ｄ）以外の者
の場合

⇒ ２分の１
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（４） 補助対象設備 （公募要領p.8）

地域で未利用な、又は効果的に活用されてい
ない熱や湧水等の熱を抽出するシステムに必
要な設備。
（抽出した熱を利用する機器、空調機、冷凍
機などは対象外）
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（５） 審査方法 （公募要領p.13）

【事務局による書類審査内容】

・公募要領や交付規程に定める各要件を満た
していること。

・必要な書類が添付されていること。

・書類に必要な内容が記載されていること。

・事業を確実に実施できる経理的基礎を有す
ること又は事業実施のために必要な資金調
達に係る確実な計画を有していること。
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（５） 審査方法 （公募要領p.13）

【想定される審査項目 1/2】

（ア） 公共性が高く、二酸化炭素排出削減効
果に係る費用対効果が高いこと。
（費用対効果が低い場合は不採択にな
る場合がある）

（イ） 二酸化炭素排出削減効果の定量化が
可能であること。

（ウ） 導入技術の戦略的な活用・展開が期待
できること。
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（５） 審査方法 （公募要領p.13）

【想定される審査項目 2/2】

（エ） モデル・実証的性格を有し、他の事業者
等への波及効果が大きいこと。

（オ） 事業の実施体制の妥当性。

（カ） 資金計画の妥当性。

（キ） 設備の保守計画の妥当性。

（ク） 導入する設備等の新規性。
※ 熱源等及び用途での採択実績のないも

のに該当する場合は、加点する予定。
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過去２年度分の採択実績

：採択実績あり

熱 源
用 途

給 湯 空 調 蒸気利用

廃 熱
温泉廃熱

工場廃熱

地中熱
地中熱

地下水熱

下水熱

河川熱

（５） 審査方法 （公募要領p.13）
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